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◆ 

歳
入

　

最
も
大
き
な
割
合
を
示
し
て

い
る
の
が
、
歳
入
の
28
・
５
㌫

を
占
め
る
国
か
ら
交
付
さ
れ
た

地
方
交
付
税
約
１
９
６
億
円

で
す
。
前
年
度
と
比
較
し
て
約

25
億
５
千
万
円
減
と
な
り
ま
し

た
。
交
付
税
が
減
少
し
た
主
な

理
由
は
、
震
災
関
連
に
係
る
特

別
な
交
付
税
が
減
少
し
た
こ
と

に
よ
る
も
の
で
す
。

　

市
税
に
つ
い
て
は
、
市
民
税

や
固
定
資
産
税
な
ど
の
増
加
に

よ
り
約
４
億
６
千
万
円
増
の
約

１
５
６
億
６
千
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

市
債
に
つ
い
て
は
、
災
害
復

旧
事
業
を
優
先
し
な
が
ら
も
、

市
民
病
院
建
設
な
ど
の
新
市
建

設
計
画
事
業
を
実
施
し
た
こ
と

か
ら
、
約
28
億
６
千
万
円
増
の

約
79
億
８
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

財
源
比
率
に
つ
い
て
は
、
自

主
財
源
が
37
・
５
㌫
に
対
し
て

依
存
財
源
が
62
・
５
㌫
と
な
っ

　大崎市の平成25年度一般会計は、歳入が約687億１千万

円、歳出が約611 億７千万円で、歳入決算額から歳出決算

額を差し引いた形式収支額は、約75 億４千万円となり、歳

入が大幅に上回る結果となりました。

　また、一般企業の黒字・赤字に相当する実質単年度収支

( 翌年度へ繰り越した事業に必要な財源などを差し引いた

収支額) も約４億６千万円の黒字決算となりました。

　財政課財政担当　 23-5029

て
い
ま
す
。
財
政
基
盤
の
安
定

と
行
政
運
営
の
自
主
性
を
高
め

る
た
め
に
、
市
税
を
は
じ
め
と

す
る
自
主
財
源
の
確
保
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

◆ 

歳
出
・
目
的
別

　

最
も
大
き
な
割
合
を
占
め
て

い
る
の
が
民
生
費
で
、
27
・
０

㌫
と
な
り
、
続
い
て
衛
生
費
、
公

債
費
、
総
務
費
、
教
育
費
の
順
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

各
項
目
を
前
年
度
と
比
較

す
る
と
、
民
生
費
は
、
震
災
に

伴
う
災
害
救
助
費
は
減
少
し

ま
し
た
が
、
児
童
保
育
費
や

障
害
者
福
祉
費
は
増
加
し
、

約
２
億
４
千
万
円
増
の
約

１
６
４
億
９
千
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

衛
生
費
は
、
病
院
事
業
へ
の

出
資
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
約

97
億
４
千
万
円
と
な
り
、
前
年

度
よ
り
約
17
億
円
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

公
債
費
は
、
前
年
度
よ
り

約
１
億
１
千
万
円
減
の
、
約

73
億
９
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。
市
債
の
計
画
的
な
償
還
を

行
い
な
が
ら
、
財
政
健
全
化
を

目
的
と
し
た
繰
上
償
還
も
併
せ

て
実
施
し
ま
し
た
。　

　

総
務
費
は
、
震
災
復
興
に
係

る
国
か
ら
の
交
付
金
を
基
金
と

し
て
積
み
立
て
し
た
金
額
が

大
幅
に
減
少
し
た
こ
と
に
伴

い
、
約
36
億
２
千
万
円
減
の
約

73
億
４
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

教
育
費
は
、
中
学
校
の
大
規

模
改
修
な
ど
を
実
施
し
ま
し
た

が
、
決
算
額
は
前
年
度
と
ほ
ぼ

同
額
の
約
60
億
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

ま
た
、
平
成
25
年
度
決
算
に

お
け
る
災
害
復
旧
費
の
う
ち
、

東
日
本
大
震
災
に
係
る
復
旧
費

は
、
約
18
億
８
千
万
円
で
、
主
に

学
校
の
復
旧
に
約
15
億
３
千
万

円
、
公
民
館
な
ど
の
社
会
教
育

施
設
の
復
旧
に
約
３
億
１
千
万

円
が
使
わ
れ
ま
し
た
。

◆ 

歳
出
・
性
質
別

　

扶
助
費
は
、
障
害
者
福
祉
サ
ー

ビ
ス
な
ど
の
社
会
福
祉
費
が
増

加
と
な
り
、
約
３
千
万
円
増
の

約
97
億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

人
件
費
は
、
職
員
数
の
減
少

な
ど
に
よ
り
約
３
億
６
千
万
円

減
の
約
79
億
２
千
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

普
通
建
設
事
業
費
は
、
約
19
億

２
千
万
円
増
の
約
55
億
２
千
万

円
と
な
り
、
災
害
復
旧
事
業
費

は
、
約
22
億
３
千
万
円
減
の
約

24
億
４
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

平成25 年度

決算の概要

一
般
会
計
の
歳
入
・
歳
出

広報おおさき 2014-125

労働費 512円

議会費 2988円

商工費 1万1018円

農林水産業費 1万2051円

消防費 1万7226円

災害復旧費 1万7716円

土木費 4万3548円

教育費 4万4382円

総務費 5万4226円

公債費 5万4639円

衛生費 7万2019円

民生費 12万1869円

※平成26年3月31日現在の人口 13万5272人で算出

市民１人当たりに
使われた金額 45万2194円

■市たばこ税 (8.0%)　12億5459万円

■都市計画税 (4.5%)　 7億 708万円

■軽自動車税 (2.1%)　 3億1961万円

■入湯税 (0.6%)　　　 　9784万円

市民税 (40.5%)
63億4431万円

固定資産税(44.3%)
69億4080万円

市民１人当たりが
納めた金額 11万5798円

都市計画事業を行う経費の一
部に使われています。

下水道…………15億3939万円
区画整理……… 7億6875万円
公園…………… 1億2772万円
街路……………       7220万円

合計……………25億 806万円

源泉保護などの温泉施設管
理のほか、観光施設整備や
観光振興などを行う経費の
一部に使われています。

観光施設整備…1億2759万円
観光振興………1億 126万円

合計…………… 2億2885万円

※平成26年3月31日現在の人口 13万5272人で算出

自主財源 37.5％
市税………………156億6423万円

繰入金…………… 48億4728万円

繰越金…………… 23億 707万円

諸収入…………… 13億6288万円

使用料及び手数料 5億1662万円

分担金及び負担金 8億 284万円

財産収入………… 2億1181万円

寄附金…………… 3758万円

依存財源 62.5％
地方交付税………196億 173万円

国庫支出金……… 85億8554万円

市債……………… 79億7890万円

県支出金………… 45億1973万円

地方消費税交付金 12億8300万円

地方譲与税……… 5億7546万円

その他の交付金… 4億1504万円

●目的別
民生費…………164億8541万円

衛生費………… 97億4219万円

公債費………… 73億9110万円

総務費………… 73億3531万円

教育費………… 60億 360万円

土木費………… 58億9082万円

災害復旧費…… 23億9654万円

消防費………… 23億3018万円

農林水産業費… 16億3022万円

商工費………… 14億9039万円

議会費………… 4億 418万円

労働費………… 6922万円

義務的経費 40.9%
扶助費………… 97億1466万円

人件費………… 79億2354万円

公債費………… 73億9110万円

投資的経費 13.0%
普通建設事業費 55億1569万円

災害復旧事業費 24億4464万円

その他の任意的経費 46.1%
補助費等……… 84億9639万円

物件費………… 66億4189万円

繰出金………… 58億7585万円

投資・出資・貸付 43億5613万円

積立金………… 18億2872万円

維持補修費…… 9億8055万円

歳入 687億971万円歳出 611億6916万円

繰出金
9.6%

物件費
10.9%

投資・出資・
貸付7.1%

積立金 3.0%
維持補修費 1.6%

補助費等
13.9%

災害復旧事業費 4.0%

普通
 建設
  事業費 9.0%

公債費
12.1%

人件費
13.0%

扶助費
15.8%

 



議会費 0.7%

労働費 0.1%

商工費 2.4%

農林水産業費 2.7%

消防費 3.8%

災害復旧費 3.9%

土木費
9.6%

教育費
9.8%

総務費
12.0% 公債費

12.1%

衛生費
15.9%

民生費
27.0%

寄附金 0.1％

財産収入 0.3％

分担金及び
負担金 0.7％

使用料及び
手数料 1.1％

諸収入 2.0％

繰越金 3.4％

繰入金
7.1％

市税
22.8％

地方消費税
交付金 1.9％

地方譲与税 0.8％

その他の交付金 0.6％

県支出金
6.6％

市債
11.6％

国庫
支出金
12.5％

地方交付税
28.5％





入湯税の使いみち 都市計画税の使いみち

用
語
解
説

【
実
質
単
年
度
収
支
】　

　

歳
入
・
歳
出
の
中
に
は
、

実
質
的
な
黒
字
要
素
（
積
立

金
・
繰
上
償
還
額
）や
赤
字
要

素
（
財
政
調
整
基
金
の
取
り

崩
し
）
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

単
年
度
収
支
か
ら
こ
れ
ら
の

要
素
を
除
い
た
額
を
実
質
単

年
度
収
支
と
い
い
ま
す
。

【
地
方
交
付
税
】　

　

国
税
の
う
ち
、
所
得
税
、
法

人
税
、酒
税
、消
費
税
、た
ば
こ

税
の
そ
れ
ぞ
れ
一
定
割
合
の

額
を
、地
方
公
共
団
体
が
等
し

く
一
定
の
行
政
水
準
を
維
持

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、国

が
交
付
す
る
税
で
す
。

【
人
件
費
】　

　

職
員
な
ど
に
支
払
わ
れ
る

給
与
や
、
委
員
報
酬
、
共
済
組

合
負
担
金
な
ど
の
こ
と
を
い

い
ま
す
。

【
扶
助
費
】　

　

生
活
保
護
法
や
児
童
福
祉

法
、社
会
福
祉
法
な
ど
に
基
づ

い
て
支
出
す
る
経
費
で
す
。

【
補
助
費
等
】　

　

さ
ま
ざ
ま
な
団
体
へ
の
補
助

金
や
負
担
金
、
報
償
金
、
寄
附

金
な
ど
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

平成25年度 決算の概要


